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2/3 予算委員会 質疑ポイント（総理出席、NHK中継） 
 
 2025 年度予算案の審議が予算委員会で始まり、さっそく質問に立ちました。財政健
全化、半導体支援、防衛増税などについて、石破総理ら閣僚と論戦しました。 
  

■財政健全化と補正予算 
本庄さとし：2025 年度のプライ

マリーバランス黒字化が不可
能となった。閣議決定された目
標が達成できないことを総理
はどう考えるか。反省の弁を述
べるべきではないか。 

石破総理：予期しない事象も起こ
ったが、改めるべき点を改めね
ばならないと思っている。 

本庄さとし：反省の姿勢が見えな
い。最大の要因は昨年の規模あ
りきの経済対策（13.9 兆円）の
影響。総理はこの点をどう認識
しているのか。 

石破総理：経済対策は必要だった。実施したことで一定の効果を発揮している。 
本庄さとし：補正予算の繰り返しが財政健全化の障害となっている。補正予算ありき

になっている予算編成のあり方を見直すべき。 
石破総理：重々承知している。今後もご指摘いただきたい。 
本庄さとし：また、総理は施政方針演説の中で、「今年の骨太方針で、早期のプライマ

リーバランス黒字化実現を含め、今後の財政健全化に向けた取組を示す」と述べて
いる。今年の骨太方針では、具体的な期限を明記するのか。 

石破総理：時期の明示も含めて、今後政府部内でよく検討したうえで示したい。期限
なしの目標に意味があるとは思っていない。 

本庄委員：では、しかるべき時期で、そして、確実に達成するんだという覚悟を持っ
た時期を、ぜひ設定していただきたい。 

 
■予備費１兆円 
本庄さとし：2025 年度予算案の予備費が１兆円に増額。コロナ禍以前は毎年 5,000 億

円だったが、なぜ倍増したのか。 
加藤財務大臣：予期せぬ事態が生じた場合に機動的、弾力的に対応できる備えとして、

予備費を積み増している。 
本庄さとし：物価高などはすでにわかっていること。予見できる事態には本予算を組

んで当たるべき。予備費が余れば防衛費に回る仕組みになっている。そのために積
み増していると思われても仕方がない。 

加藤財務大臣：決算剰余金は防衛財源の一部となるが、予備費の増額がそのためとい
うことではない。 

本庄さとし：見直しを求める。過大な予備費は削減し、他の必要経費に充てるべき。 
 

動画はコチラ▶ 
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■半導体支援のあり方 
本庄さとし：過去の通産省・経産省の半導体政策は失敗の歴史。日本の半導体は 1980

年代には世界シェア 50%だったが、今や 10%以下となっている。政府としてこの失
敗をどう検証しているのか。 

武藤経済産業大臣：経済産業省内で検証してきた。貿易摩擦やバブル崩壊の影響で大
胆な投資ができなかった反省、また日の丸自前主義が裏目に出た点もある。 

本庄さとし：検証したならば、その資料を委員会に提出してもらいたい。政府は（次
世代半導体ベンチャー）ラピダス社に 9,200 億円を支援。今後も追加支援の可能性
があるが、全体像が不透明なまま。量産開始までに資金はいくら必要で、うち国は
いくら支援するのか。 

武藤経済産業大臣：ラピダスは研究開発に２兆円、量産に３兆円必要と説明している。
国の支援総額は未定で、外部有識者の精査を経て決定する。 

本庄さとし：現時点で国がどこまで面倒を見るのか見えない。全体のロードマップと
資金計画を示すべき。 

石破総理：税金を投入する以上、透明性が求められる。国際競争もあり、全ての情報
を公開するのは難しいが、説明責任を果たす。 

本庄さとし：出資企業でさえラピダスの先行きに不安を抱いている。今後の支援枠組
みや基準を明確にすべき。 

石破総理：法案審議の過程で納得してもらえるよう努力していく。 
本庄さとし：貴重な税金を投じるのであれば、リスクについても国民に説明すべき。

ラピダスは米 IBM と技術協力しているが、トランプ政権の政策変更リスクがある。
日米首脳会談で半導体協力の継続を確認すべきではないか。 

石破総理：トランプ氏が半導体政策に強い関心を持っているのは認識している。日米
協力の重要性を再確認するよう努める。 

本庄さとし：予期せぬトラブルが起きないように、丁寧に議論していただきたい。 
 
■防衛財源と増税 
本庄さとし：防衛費増税のうち、所得税増税は見送りとなっている。総理は過去に「法

人税で賄うのが国民の理解を得やすい」と発言しているが、この際、所得税増税は
撤回すべきではないか。 

石破総理：応益負担と応能負担のバランスを考え、慎重に議論する。 
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2/6 予算委員会（省庁別審査） 質疑ポイント 
 
 今国会２度目の予算委員会質疑。厚生労働省などを対象にした省庁別審査で、高額療
養費制度の見直しの問題のほか、引き続き予備費や基金の問題を取り上げました。 
 
■予備費１兆円 
本庄さとし：2025 年度予算の概算要求では、財務省は予備費を 5,000 億円としていた。

半年後の政府予算案では１兆円に倍増していた。その根拠は何か。 
加藤財務大臣：自然災害や物価高騰など予期せぬ事態への対応を考慮した。 
本庄さとし： ３か月で倍増する合理的な根拠が示されておらず、回答になっていない。

予備費が調整弁のように扱われているのではないか。5,000 億円に戻せば、給食費や
高校授業料の無償化などに充てられる。 

 
■高額療養費制度の見直し 
本庄さとし：高額療養費制度の見直しにより 200 億円が必要とされるが、予備費を振り

替えれば制度改正は不要ではないか。 
福岡厚労大臣：財源の見直しは所管外だが、高額療養費のあり方は慎重に検討する。 
本庄さとし：制度変更自体は目的ではなく、財源があれば制度変更は不要なはず。大臣

の患者団体との面会が遅れているが、いつ会うのか。 
福岡厚労大臣：現在は事務方が意見を聞いており、私としても早く会いたいと思ってい

る。 
本庄さとし：条件なしで早急に会うべきだ。 
 
■グローバル・スタートアップ・キャンパス(GSC)基金 
本庄さとし：グローバル・スタートアップ・キャンパス(GSC)構想に 636 億円の基金を

計上したが、２年以上経過し執行額はわずか 2,470 万円。なぜ進んでいないのか。 
辻内閣府副大臣：国内外の関係機関との調整に時間を要している。年内の方針策定を目

指している。 
本庄さとし：進捗の遅れは伊藤穣一氏の関与が原因ではないか。伊藤氏は性的虐待事件

で有罪となった投資家から資金提供を受け、MIT 所長を辞職した過去がある。この人
物をエグゼクティブ・アドバイザーに選んだ理由は何か。 

政府参考人：伊藤氏の経歴と、グローバルなネットワークを評価した。 
本庄さとし：海外の大学（MIT やハーバードなど）が伊藤氏の関与に難色を示している

という情報があるが、事実か。 
政府参考人：報道は臆測に基づくもの。協議は継続中。 
本庄さとし：昨年５月の新藤大臣の訪米時、MIT から「伊藤氏が関与するなら協力でき

ない」と明言されたと聞いている。この会談の記録を提出してもらいたい。 
本庄さとし：構想のフラッグシップ拠点として恵比寿・中目黒の一等地にある国有地を

使用予定になっている。この国有地の評価額は 176 億円。構想が進まないなら、基金
を国庫返納し、国有地の売却も含めて再検討すべき。これにより 800 億円の財源が
生まれ、他の政策に活用できる。 

加藤財務大臣：事業の執行状況を精査し、必要なら国庫返納を含めた対応を行う。 
本庄さとし：GSC 構想は概算要求で 15 億円を要求していたが、財務省は査定で認めな

かった。適切な判断だったと思う。引き続き基金の見直しも進めてほしい。 

動画はコチラ▶ 
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（出典）文部科学省資料（先端国際共同研究推進基金令和5年度基金シート）
をもとに本庄知史事務所作成

2025年2月6日衆議院予算委員会
立憲民主党・無所属 本庄知史 ②

2022年度 2023年度 2024年度
（見込み）

2025年度
（見込み）

国庫からの
交付額 66億円 570億円 0円 ？

支出額 3.9万円 2466万円 50億円？ 54億円？

年度末残高 66億円 636億円 581億円？ 522億円？

先端国際共同研究推進基金
（グローバル・スタートアップ・キャンパス構想先行国際共同研究事業）
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2025年2月6日衆議院予算委員会
立憲民主党・無所属 本庄知史 ③

（出典）朝日新聞2019年9月10日朝刊11面より

（出典）朝日新聞2021年8月19日朝刊3面より

伊藤穣一氏 関連記事

（出典）朝日新聞2021年9月11日朝刊7面（「伊藤氏起用『専門性や経験』」より）
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グローバル・スタートアップ・キャンパス建設予定地

2025年2月6日衆議院予算委員会
立憲民主党・無所属 本庄知史

（出典）文部科学省資料より本庄知史事務所作成

④

建設予定地の状況

中目黒駅

恵比寿駅

計画地
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2/20 予算委員会 質疑ポイント 
 
 一般的質疑で今国会３回目の質問に立ちました。ミャンマー拠点の犯罪組織による日
本人監禁の問題に触れ、関連して違法オンラインカジノの問題を取り上げました。 
 
■ミャンマー拠点の犯罪組織による日本人監禁 
本庄さとし：政府が把握している実態、対応状況は。 
政府参考人：７名が監禁、うち未成年２名を含む６名は帰国。犯罪組織の背景は関係国

からの情報収集中。 
本庄さとし：情報ホットラインの開設、注意喚起など、政府を挙げて具体的な取り組み

を。 
林官房長官：提案も念頭に、省庁横断で対応を強化していきたい。 
本庄さとし：根本的には、ミャンマーの平和と民主化が必要。実現に向けて日本政府も

努力してほしい。 
 
■違法オンラインカジノ規制 
本庄さとし：オンラインカジノにアクセスできないよう、サイトブロッキングを検討す

べきだ。 
政府参考人：通信の秘密との関係など課題がある。有識者で議論の場を作りたい。 
本庄さとし：もう何年も同じ答弁だ。通信の自由は公共の福祉のためには制限されうる

と内閣法制局も国会答弁している。現に児童ポルノではブロッキングを実施している。
なぜオンラインカジノはできないのか。 

村上総務大臣：どこで違法性の線を引くかは難しい。とはいえ、早急に対応するよう努
力させたい。 

本庄さとし：今、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の３年ごとの見直しが進められ
ているが、オンラインカジノのサイトブロッキングについてはゼロ回答。政治主導で
盛り込むべき。 

林官房長官：今回の見直しで、基本計画にオンラインカジノ対策を新たに加えた。引き
続き、何が実効的かの検討を努力していきたい。 

本庄さとし：サイトブロッキングについてもしっかりと答えを出してもらいたい。 
 
■予算修正案、特に財源確保について 
本庄さとし：グローバル・スタートアップ・キャンパス基金は、３年間で 636 億円積ん

だが、１億 2,500 万円ほどしか支出していない。国庫返納すべきだ。 
加藤財務大臣：所管の大臣とも協力しながら、必要な場合には国庫返納を含め、不断の

見直しをしていく。 
林官房長官：制度や文化が異なる海外大学との調整に時間がかかっていると承知してい

る。速やかな執行に向けて取り組みを進めたい。 
本庄さとし：見せ金が死に金になっている。遅れているのは伊藤穣一氏の関与に海外の

大学が懸念を示しているためではないのか。進藤大臣訪米時の議事録の提出を求めた
が、まだ出てきていない。 

城内担当大臣：第三者も関わるものであるので、慎重に検討している。 
本庄さとし：もし国会での「そういった事実はない」「憶測だ」との答弁が事実と異な

るとしたら、虚偽答弁ということになる。 

動画はコチラ▶ 
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2/20 予算委員会質疑に関する報道 
 
【FNNプライムオンライン】 
政府は 20 日の衆院予算委員会で、タイ当局が、犯罪集団の拠点となっているミャンマーとの国境周

辺で拘束あるいは保護した日本人は高校生 2人を含め 7人だと明らかにした。 
6 人はすでに日本に帰国し、1 人はまだ拘束中だという。立憲民主党の本庄議員の質問に外務省と警

察庁の担当者が答えた。委員会の中で外務省の担当者は、タイ警察により拘束・保護された日本人は成
人 5 人、未成年者 2 人だと明らかにし、このうち成人 4 人と未成年者 2 人はすでに帰国、残る成人 1
人は引き続きタイで拘留中だと明らかにした。 
関わった犯罪組織の背景や犯罪の概要については「現在、外務省としても、関係国等から情報収集を

行っているところだ。2 月 17 日にはタイ政府と我が国を含む関係国等々の間で会議も開催され情報共
有を行った。今後の連携等についても確認しているところだ」と述べた。 
警察庁の担当者は「高校生 2名がタイ当局から無事保護されて日本に帰国したということで、警察と

しては事件捜査における関係者の供述などを通じて、他にも滞在している日本人がいる可能性があると
見ている」と明らかにした。 
その上で「拠点はタイ国境近くのミャンマー国内の地域で、政治的な情勢から、様々な外国人犯罪組

織が関与しており、高校生がオンラインゲームを通じて知り合った人物から、タイへ出国することを誘
われたことなどからも、日本人の関与も窺われると見ている。警察としては、外務省等とも連携しつつ、
引き続きさらなる実態の把握に努めていく」と述べた。 
本庄議員は「ミャンマーというなかなか直接やり取りもできない地域での犯罪ということで全体解明

が難しいことは一定理解するが、日本政府としての取り組みが必ずしも十分ではない。下手したら数十
人、あるいは百人単位の日本人が1万人の中に含まれている可能性もある」として、連絡ダイヤルの設
置などの対応や、首相官邸が主導しての対策を求めた。 
林官房長官は「タイをはじめとする海外の捜査機関等と連携して、実態把握に努めてきている。その

上で、拘束また保護された日本人の帰国等については、在外公館を通じて適切に対応してきている」と
した上で、「関係国と連携して引き続き、取り締まり、邦人保護を強化したい。海外での特殊詐欺等に日
本人が加担させられることがないように注意喚起も一層強化していきたい。横串を刺して政府を挙げて
やっていきたい」と述べた。 
 
【FNNプライムオンライン】 
衆議院予算委員会では 20 日、スポーツ選手やお笑い芸人の関与も浮上しているオンラインカジノの

問題がとりあげられ、立憲民主党の議員はオンラインカジノサイトへのブロッキングの導入を求めたが、
政府側は慎重な姿勢を示した。 
委員会で立憲の本庄議員は「警察庁によれば、昨年の違法オンラインカジノ摘発は 279 人で一昨年

の 107人から 2．6倍に大きく増えている。オンラインカジノの利用者数は、日本国内で 346万人と
いう民間団体の推計もあり、最近は、卓球のオリンピック選手とか、吉本のタレントさんなど有名人も
ニュースになっている。違法とは知らなかったというコメントも見受けられ一年前より状況は悪くなっ
ている」と指摘し、政府の対応を質した。 
林官房長官は「オンラインカジノは海外にはおいて適法に運営されているものであっても、日本国内

から行うのは犯罪となることを徹底していきたい」と述べ、警察による取り締まりの強化や違法性の周
知、アクセスや決済手段への対策を進めていく方針を示した。 
これに対し本庄議員は、「取り組みはしているのだと思うが、不十分だからこれだけ増えている」と指

摘し、一番効果のある手段としてアクセスを遮断する「サイトブロッキング」の導入を求め、検討状況
を質した。 
総務省の担当者は「オンラインカジノサイトへのアクセスを制限するサービスの普及の取り組みなど、
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できるところから対策を講じている。サイトブロッキング一般については、通信の秘密を侵す行為にあ
たり、問題ない情報まで国民が閲覧できなくなるいわゆるオーバーブロッキングを完全に回復すること
が技術的に困難であり、国民の知る権利を強く制約する恐れがあるなどの課題が指摘されている」と述
べ、「こうした課題を念頭に置きつつ、今後何らかの検討の場を設けるなど議論を進めていきたい」と説
明した。 
本庄議員は「1年前も同じような答弁だった。その時は当時の河野デジタル大臣からが指示があって

着手しているということだったので、もうかれこれ 2年だ。いつ結論を出せるのか」と迫った。 
総務省側は「今、精力的に色々な方々の意見を聞いている段階だ。なるべく早い段階で何らかの検討

の場を設けて、有識者の意見を積み重ねながら、この問題に対する対策を進めていきたい」と答弁した
が、本庄議員は「もう話にならないですね。違法行為、犯罪行為がこれだけ数年にわたって指摘され続
けているのに、まだ検討の場すら作ってないんですか。やる気がないという結論ですね」と批判した。 
その上で「犯罪者や犯罪行為に通信の自由が認められるわけがない。民間団体などを介して情報収集

し、違法な児童ポルノにアクセスできないようにすることが、今も現に行われている」と指摘し、サイ
トブロッキングの導入を村上総務大臣に再度求めた。 
これに対し村上大臣は「SNSの規制についても、やってみて難しいのは、違法性をどこでライン引く

かだ」とした上で、「私も大臣になるまでこの問題について知らなかったので、早急に対応するように一
生懸命努力させる」と強調した。 
本庄議員はさらに、林官房長官に対し、ギャンブルと依存症対策の推進基本計画見直しに向け「サイ

トブロッキングを含めた強いアクセス制限を検討する、対応していくよう、しっかり議論していただけ
ないか」と求めた。 
林長官は「フィルタリングの導入等によるアクセス対策、決済事業者に対する要請をそれぞれ推進し

ている。ブロッキングについては今ご議論いただいた通りだ」とした上で、「引き続き何が実効的なの
か、検討がさらに進められるように努力をしていきたい」と述べた。 
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2/26 予算委員会 質疑ポイント（総理出席、NHK中継） 
 
 集中審議で再び石破総理と論戦。高額療養費制度の見直し撤回を重ねて求めたうえ、
石破総理の外交姿勢、自公維３党合意の財源、そして基金の問題などで 40 分間にわた
って議論しました。 
  
■高額療養費制度の見直し撤回を求める 
本庄さとし：午前中の質疑での、総理の高額療養費制度の多数回該当についての答弁は、

誤解を招く不正確なものだった。不安を抱えている方々に間違ったメッセージを与え
かねない。改めて正確に答弁を。 

福岡厚労大臣：一旦治療が終了された方であっても、その後も定期的に通院され、引き
続き高額療養費の対象となられている方であれば、仮に再発された場合であっても、
引き続き多数回該当となる。 

本庄さとし：それは極めて例外的な事例。一旦立ち止まって、もう一度この制度につい
てよく検討すべき。200 億円の財源で達成は可能だ。 

 
■ウクライナ侵略から３年 
本庄さとし：米国のトランプ大統領が「ゼレンスキー大統領は選挙なき独裁者だ」など

と発言し、各国首脳はこれを非難した。一方で石破総理はＧ７首脳会談まで沈黙を保
っていた。もっと早く明確なメッセージを発するべきだったのでは。 

石破総理：アメリカの意見が明確になっていなかった。Ｇ７首脳会談では、この状況を
一刻も早く終わらせるべきで、そのためにアメリカも含むＧ７の結束が重要であると
申し上げた。 

本庄さとし：発したメッセージに異論はないが、遅すぎた。様子見をしていたように見
える。では、国連での、ロシアの 「侵攻」という文言を削除した米国提出の安保理決
議に対する政府の評価は。 

石破総理：現在は安保理の非常任理事国ではなく、仮定の質問には回答を控える。 
本庄さとし：トランプ大統領との関係も重要だが、トランプ政権後のアメリカも見据え

る必要がある。日本の基本的価値、国益、そして国際社会における地位や名誉をしっ
かりと守りながら、外交を進めてもらいたい。 

 

動画はコチラ▶ 
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■自公維新３党合意と財源 
本庄さとし：自民・公明・維新の３党合意の政策に必要な予算はどの程度と見込んでい

るのか。 
石破総理：令和７年度の追加予算は約 1,000 億円の見込み。徹底した行財政改革により

捻出する。 
本庄さとし：非常に曖昧な財源だ。歳出改革は、すでに防衛費や社会保障費に充てるこ

とに決まっている。 
石破総理：現在、与党内で詳細を精査中。 
本庄さとし：近いうちに衆議院で予算案を採決することになる。それまでには明確に財

源を示してもらいたい。立憲民主党はすでに財源案を提示している。 
石破総理：財源を示さず採決を仰ぐことはない。 
本庄さとし：３党合意の中に、国民１人あたりの社会保険料負担を年６万円引き下げる

ことを念頭に置くとあるが、「念頭に置く」の意味は。必ずしもやるつもりはないと
いうことか。 

石破総理：文字通り念頭に置くということ。 
本庄さとし：総理は答弁で、社会保険料の国民負担削減のために３つの策を挙げている

が、それらだけで実現が可能だと考えているのか。不十分だった場合、給付水準の切
り下げや公費投入の増、あるいは患者負担の引き上げをしなければならなくなるので
はないか。それも念頭に置いているのか。 

石破総理：理屈の上からはそういうことも起こり得る。しかし、国民や患者の負担増を
最小限にとどめるために最大限の配慮をしていく。 

本庄さとし：本当に最小限であれば、今回の高額療養費制度の拙速な見直しがこれほど
問題になることはなかったはず。考え方を改めていただきたい。 

 
■基金の見直し 
本庄さとし：不要な基金を見直し、予算の有効活用を図るべき。例えばグローバル・ス

タートアップ・キャンパス基金は、２年間でわずか 2,470 万円しか使われていない。
現在も 635 億円の残高がある。これを活用すべきではないか。 

政府参考人：グローバル・スタートアップ・キャンパス基金は、世界の優れた人材を集
めるためのもの。現在、運営方針を策定中。 

本庄さとし：３年間進展していない。不要なら国庫に返納すべき。宇宙戦略基金も 5,700
億円の残高があり、活用の余地がある。 

石破総理：基金は必要に応じて積み立てているが、不要なものは国庫返納も含めて見直
していく。 

本庄さとし：財政に責任を持っているのは立憲民主党だ。 
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2025年2月26日衆議院予算委員会
立憲民主党・無所属 本庄知史 ③

2023年度 2024年度
（見込み）

2025年度
（見込み）

支出額 2,466万円 1.3億円 59億円

年度末残高 636億円 635億円 576億円

３基金の支出額と残高の推移

❶グローバル・スタートアップ・キャンパス基金

2023年度 2024年度
（見込み）

2025年度
（見込み）

支出額 174万円 301億円 633億円

年度末残高 3,000億円 5,701億円 5,070億円

2023年度 2024年度
（見込み）

2025年度
（見込み）

支出額 229万円 1.4億円 3,683万円

年度末残高 400億円 799億円 1,198億円

❷宇宙戦略基金

❸防衛装備移転円滑化基金

出典：文部科学省資料、経済産業省資料、総務省資料、防衛省資料、
予算委員会議事速報（2025年2月20日）より本庄知史事務所作成

各基金シートをもとに、適宜金額を四捨五入して記載している。
また、先端国際共同研究推進基金の2024年度見込み額は2025年2月20日予算委員会での政府参考人答弁に基づくもので、
2025年度の年度末残高見込み額もそれにより計算し直している。
防衛装備移転円滑化基金の2024年度支出額見込み額には、2024年11月に支出されたインドへの「ユニコーン」移転の費用を
含んでおり、2024・2025各年度年度末残高見込み額もそれ差し引いて計算し直している。

パネルの写し
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2/26 予算委員会質疑に関する報道 
 
【時事通信】 
石破茂首相は２６日の衆院予算委員会で、自民、公明両党と日本維新の会が合意した高校授業料の無

償化を巡り、２０２５年度から就学支援金１１万８８００円の所得制限を撤廃することに伴い、約１０
００億円の追加負担が生じるとの試算を明らかにした。立憲民主党の本庄知史氏への答弁。 
私立高生向けを増額する２６年度以降の見込み額は「恒久財源の確保と合わせ、具体的な制度設計を

行い、積み上げる必要がある」として明示しなかった。 
高額な医療費の患者負担を抑える「高額療養費制度」について、政府は負担上限を引き上げる方針。

本庄氏は制度維持に年２００億円が必要と指摘した上で、政府基金の削減で捻出可能と迫ったが、首相
は「安定的な財源にならない」と拒んだ。 
 
【TBS NESW DIG】 
石破総理は 26日、自民、公明、維新の 3党で合意した高校授業料の無償化をめぐり、収入要件を事

実上撤廃し、2025年度から全ての世帯を対象に 11万 8800円の支援金を支給することで、およそ 1000
億円の追加負担が必要になるとの試算を明らかにしました。 
また、財源については“衆議院での新年度予算案の採決よりも前に示す”との考えを示しています。 
自民、公明、維新の 3 党は 2026 年度から収入要件を撤廃し、私立高校の就学支援金を 45 万 7000

円に引き上げることでも合意していますが、この財源については、石破総理は「安定した恒久財源の確
保とあわせ、具体的な制度設計を行い、積み上げを行う必要がある」として、明示はしていません。 
衆議院・予算委員会で立憲民主党の本庄知史議員の質問に答えました。 

 
【NHKニュース 7】 
国会では衆議院予算委員会で集中審議が行われ、立憲民主党は「高額療養費制度」の負担上限額の引

き上げについて全面的に凍結するよう重ねて求めたのに対し、石破総理大臣は制度を維持していくには
安定的な財源の確保が必要だとして、引き上げに理解を呼びかけました。 
新年度予算案をめぐり衆議院予算委員会では 26 日、教育や社会保障などをテーマに集中審議が行わ

れました。 
 
立憲民主党の本庄知史氏は医療費が高額になった患者の自己負担を抑える「高額療養費制度」の負担

上限額の引き上げをめぐり「立ち止まってもう 1度この制度について、よく検討すべきだ。200億円の
財源で達成可能で、財源も提案している。拙速に決める必要があるのか」とただし、全面的に凍結する
よう重ねて求めました。 
これに対し石破総理大臣は「1年で 200億円だとしても、これから先も続いていく制度で、基金を削

ればできるのではないかと言うが、安定的な財源にはならない。私どもは、どうすればこれからも高い
医療費に苦しむ方々に制度的に対応できるかを考えている」と述べました。 

 
一方、石破総理大臣は新年度、高校授業料の無償化に必要な財源について「所要額を試算すると、お

よそ 1000億円が追加的に必要になると見込んでおり、予算案については、ほかの党とも、今回の合意
を踏まえて歳出・歳入の修正について相談したい。財源をセットにして諮らなければ、予算は成り立た
ないので、いいかげんなことはできない。きちんと示して判断を仰ぎたい」と述べました。 
また、高校の授業料無償化に伴い、私立高校が授業料を「便乗値上げ」することをどう防いでいくか

問われ「無償化は納税者の負担を伴うものだ。手法はこれからよく検討していくが、合理性のない値上
げはあってはならない」と述べました。 
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【2025年02月27日 共同通信（新潟日報）】
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【2025年 03月 17日 産経新聞オンライン】 
 

ハコものや積み過ぎ「問題基金三兄弟」7000億円超で支出わずか 5％ 立民・本庄氏指摘 
 
自民党と公明党、日本維新の会の 3党が「高校授業料無償化」

などで合意し、2025年度予算案は衆院を通過したが、その財源と
して「増税」の可能性が指摘されている。こうしたなか、立憲民
主党の本庄知史衆院議員が予算委員会で、巨額のカネが積み立て
られた基金の問題点に斬り込んで話題となった。本庄氏が「問題
基金三兄弟」と指摘する３基金の残高（今年度見込み）は 7000億
円を超えるという。 
「この基金は事業の実現が全く見通せないので、白紙に戻して

もいいと考えている。海外の大学や研究機関と連携してスタート
アップ（新興企業）のハブを目指すという発想はいいが、国がその拠点として、税金を使って都心にハ
コものを造るという感覚が理解できない」 
本庄氏は 2月の予算委で、3回にわたって追及した「グローバル・スタートアップ・キャンパス基金」

についてこう語る。 
同基金は、海外の大学などと連携してスタートアップ（新興企業）の拠点形成を目指すものだ。22年

度補正予算で 66億円、23年度補正予算で 570億円計上されたが、政府は 2月 6日の衆院予算委で、
計 636億円のうち支出されたのは、計 2470万円と明らかにした。残高の 0・1％にも満たない。 
辻清人内閣府副大臣は同日の予算委で、事業の進行状況について「国内外の大学、産業界等の関係諸

機関との調整等に時間を要しており、当初の予定通りの執行ができていない点はご指摘のとおりです」
と述べた。 

 
■「計画的な対応を」訴え 
本庄氏が「問題基金三兄弟」と指摘するのは、同基金のほか、企業や大学による宇宙分野の技術開発

を後押しする「宇宙戦略基金」と、防衛産業を対象に企業が装備品を輸出仕様に改修する際の費用を補
助する「防衛装備移転円滑化基金」だ。 
宇宙戦略基金は 23 年度補正予算と 24 年度補正予算で積み立てた額は計 6000 億円に上る。防衛装

備移転円滑化基金は 23、24年度予算で計 800億円計上した。だが、本庄氏によると、それぞれの支出
（23年度と 24年度見込み）は、宇宙戦略基金が 301億 128万 1000円、防衛装備移転円滑化基金が
1億 3912万円にとどまっている。 
本庄氏は「宇宙戦略基金は必要は必要だが、慌てて積み過ぎており、もう少し予算面も含めて計画的

に対応していくべきだ。防衛装備移転円滑化基金は防衛装備移転のために国が後押しするという趣旨は
理解するものの、毎年 400 億円を積み立てるというのは極めて機械的で、必要性に応じて積み上げた
予算とはとても言えない」と話す。 

 
■無駄削減の戦い終わらず 
３基金の残高 7000億円超（見込み）のうち、支出は約 300億円に過ぎない。衆院での予算審議は終

わったが、政府が国民に負担増を求めるなか、今後どうなりそうか。 
本庄氏は「われわれは全部の基金が無駄と言っているわけではない。ただ、財政は厳しく、優先順位

や費用対効果という意味で『後回しにしていいのではないか』『いったん削っていいのではないか』とい
う目線で見ている。比較検討の中で取捨選択をしていかざるを得ない。夏には各省庁の概算要求が出て、
再来年度の予算に向けた議論もかなり煮詰まってくる。その段階で無駄な基金を追及していくことは大
事だ。その意味で無駄削減のための戦いは終わらない」と話した。 
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3/4 本会議（討論）  
 
 衆議院本会議で登壇し、政府・与党の予算修正案への反対討論に立ちました。 
 
令和７年度予算３案に対する本会議反対討論 
 

立憲民主党・無所属の本庄知史です。 
私は、会派を代表して、ただいま議題となりました令和７年度一般会計予算外２案に

ついて、反対の立場から討論を致します。 
 
■様変わりした予算審議 
 昨年 10 月の総選挙の結果、与党、
自民党・公明党は衆議院で過半数を割
り込みました。30 年ぶりの少数与党
という状況の中、野党から安住予算委
員長が就任したことも相まって、緊張
感ある予算審議に様変わりしました。 
 私たち立憲民主党は、野田代表を先
頭に「熟議と公開」を旨とする国会を
掲げ、国民から見えづらい与党審査や
政党間協議よりも、ガラス張りで議事
録も残る国会審議を重視して臨みま
した。 
 
■ 省庁別審査 
 その象徴が、立憲民主党の提案によ
って初めて実施された「省庁別審査」
です。３日間にわたり、各省庁別に予
算案の細部に至るまで集中的に審議
しました。 
 立憲民主党では、総勢 70 人規模の
「本気の歳出改革」作業チームを立ち
上げ、各省庁の予算案を徹底的に精査
し、必要性の乏しい予算、優先順位の
低い予算、活用されていない基金など
を洗い出しました。 
 とりわけ、基金は財源の宝庫でした。例えば、年間必要額の倍額以上の 1,800 億円が
積まれた「コロナワクチン生産体制等緊急整備基金」は、私たちの指摘を踏まえ、与党
の予算修正でも財源とされました。 
 私も取り上げた「グローバル・スタートアップ・キャンパス基金」。これは補正予算
で計 636 億円も積み上げながら、２年以上全く事業が進展せず、支出わずか 2,470 万
円、執行率 0.04％というトンデモ基金の代表格です。 
 昨年の臨時国会でも議論した「宇宙戦略基金」は、２年連続、補正予算で計 6,000 億
円を積み上げましたが、来年度末でも残高見込みが 5,000 億円を超える膨張基金です。 

動画はコチラ▶ 
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  「防衛装備移転円滑化基金」は、５年間で計 2,000 億円の計画で、毎年機械的に 400
億円ずつ積み上げています。令和７年度予算案で累計 1,200 億円となりますが、これま
でわずか１件１億円の支出しかないことが明らかになっています。 
 過大な予備費についても厳しく指摘しました。「平時の歳出構造に戻す」としながら、
平時の一般予備費 5,000 億円の倍額、１兆円が計上されましたが、最後までその根拠が
示されることはなく、結局、与党修正で 2,500 億円が減額されました。 
 こうした省庁別審査を経て、私たちが発掘した財源は、計 3.8 兆円にも上ります。極
めて短期間、かつ野党の立場で、情報が十分でない中での 3.8 兆円です。与党、財務省
はこれまで一体何をしていたのでしょうか。猛省を促したいと思います。 
 
■ 立憲民主党の予算修正案（政策実現と財源確保） 
 この省庁別審査の成果が結実したものが、立憲民主党の予算修正案です。 
 発掘した 3.8 兆円の財源を裏付けに、新たな国債発行や国民負担増に頼ることなく、
国民の命と暮らしを守り、子どもたちの未来を開くための政策パッケージを打ち出しま
した。 
 ガソリン・軽油の暫定税率廃止、学校給食の無償化、高校授業料無償化の拡充、介護
や保育の現場で働く方々の処遇改善、「年収 130 万円のガケ」対策、高額療養費の負担
上限額引き上げ凍結など、直ちに実施すべき重要政策のラインナップです。 
 これに対し、与党の修正案は、「103 万円のカベ」の複雑怪奇な引き上げと、高校授
業料 11 万 8,800 円の所得制限撤廃という、極めて小粒の修正に留まっています。 
 これまで１円たりとも変えられなかった政府予算案を、29 年ぶりの国会修正に持ち
込んだことは、一定の成果とも言えます。しかし、本予算案は与党修正を経てもなお、
賛成できる代物ではありません。 
 以下、その理由を端的に申し述べます。 
 
■ 国民の命を軽視する予算案 
 反対理由の第一は、国民の命を軽視する予算案であることです。 
 政府は今年８月から２年をかけて、高額療養費の自己負担上限額の引き上げを予定し
ています。当初案は、最大で７割引き上げとなるなど、あまりにも影響が甚大で、がん
などの重病・難病に罹患している方々の命を脅かすものでした。 
 高額療養費制度は、医療保険制度において、いわば「最後のセーフティ・ネット」で
す。しかし政府は、当事者である患者の皆さんや医療関係者の声を十分に聴くことなく、
わずか１か月、４回の審議会で引き上げを決定しました。このような暴挙は断じて許す
ことはできません。 
 患者団体、世論、野党の強い反対を受け、政府は多数回該当の扱いなど一部修正を決
めましたが、これは命に関わる問題です。全面的に凍結し、関係者の意見を丁寧に聞く
など、一からやり直す必要があります。この一点をもってしても、国民の命を軽視する
本予算案は、賛成に値しません。政府がやらないなら、私たち立憲民主党が厚生労働委
員会に凍結法案を提出します。 
 加えて言えば、介護・障害福祉施設で働く方々の処遇改善や、訪問介護事業者に対す
る緊急支援なども、命や健康を守るために待ったなしの政策です。政府・与党は財源を
理由にゼロ回答ですが、財源は私たちが示しています。ただ、やる気がないだけではな
いでしょうか。 
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■ 物価高に苦しむ国民生活を顧みない予算案 
 反対理由の第二は、物価高に苦しむ国民生活を顧みない予算案であることです。 
 民間調査機関によれば、今年値上げが公表された食料品は１万品目、年間では２万品
目に達するとされています。まさに物価高の嵐が国民生活を襲っています。 
 ガソリン価格も、政府の支援策縮小で、地域によっては１リットル 200 円を超える
状況となっています。地元を歩けば、毎日のようにガソリン価格の高騰に苦しむ声を聞
きます。この声は、政府・与党には届いていないのでしょうか。 
 私たち立憲民主党は、予算修正案と税法修正案の提出という形で、ガソリン減税を求
める国民の声を国会に届けました。与党は昨年 12 月、国民民主党と暫定税率の廃止に
合意しているにもかかわらず、なぜ私たちの提案に反対するのでしょうか。これでは、
二枚舌と言われても仕方がありません。 
 
■「税金のムダづかい」に向き合わない政府・与党案 
 反対理由の第三は、「税金のムダづかい」に向き合わない予算案であることです。 
 これまで申し述べたように、私たちは省庁別審査において、幾つもの問題基金を発掘
し、財源として示しました。基金全体についても、政府が決めた「３年ルール」を逸脱
し、８兆円規模の「積み過ぎ」となっていることを明らかにしています。 
 結果として、与党は維新の会との予算修正合意において、予備費の取り崩しやワクチ
ン基金から国庫への返納など、私たちが予算修正案で要求した一部を取り入れました。 
 私たちの指摘が適切であったことの証左であり、これ以外の提案も取り入れることは
十分可能です。与党は「税金のムダづかい」という不都合な真実に、正面から向き合う
べきではありませんか。 
 
■ 高校授業料無償化の拡充、学校給食の無償化 
 他方で、旧民主党政権でスタートさせた高校授業料無償化の拡充が、長年反対してき
た自民党の賛同も得て、予算案に一部盛り込まれたことは、一歩前進と言えます。 
 ただ、私たちの財源確保策を素直に取り入れていれば、令和８年度以降に先送りされ
た私立高校加算額の引き上げや小中学校の給食無償化も、７年度中に実現可能でした。
与党のしがらみや党利党略が、子どもたちのための政策実現を妨げたとすれば、極めて
残念です。 
 
■「政治とカネ」問題、企業・団体献金の禁止 
 以上、予算案反対の主な理由を３点、申し述べました。 
 加えて、予算審議を通じて明らかとなったのは、この期に及んで「政治とカネ」問題
を反省していない自民党の姿です。 
 裏金問題をめぐり、旧安倍派元会計責任者の参考人招致が、紆余曲折の末、２月 27
日に行われました。これによって改めて、旧安倍派幹部と元会計責任者の発言に大きな
矛盾があることが明確になりました。それでもなお、石破総理・総裁は、キックバック
再開の経緯などについて、再調査すらしない意向です。 
 また、自民党が今国会に提出した政治資金規正法改正案は、合計 1,000 万円を超える
献金をした企業名を公表するとしていますが、対象となる政党支部は全政治団体のたっ
た 5.6％にすぎません。これで「禁止より公開」とは、よく言えたものです。開いた口
が塞がらない、とはまさにこのことではないでしょうか。 
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 一方で、巨額の政策減税を受けた企業名は非公開のままです。これでは、政策が歪め
られると言われても仕方がありません。 
 
■ 未来を切り拓く予算、責任ある財政の姿を 
 本気の歳出改革にも財源確保にも取り組まず、税金のムダづかいを放置し、必要な政
策を実行しない石破内閣、自民党・公明党政権に、これ以上わが国の予算、財政を任せ
るわけにはいきません。 
 夏の参議院選挙を経て、政権交代を実現し、私たち立憲民主党の手で、日本の未来を
切り拓く予算と、責任ある財政の姿をお示しすることをお誓い申し上げ、私の討論を終
わります。 
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令和７年度当初予算に対する修正案（概要） 

「家計が第一  ―ムダな予算を生活応援へ」 
～  「 本気の歳出改革 」の成果を、物価高対策に活用！  ～ 

２０２５（令和７）年２月１４日 

立憲民主党 

立憲民主党は、党内に設置した総勢７０人規模の「本気の歳出改革」作業チ

ームにおける検証を踏まえ、今国会から始まった予算委員会の「省庁別審査」

（各省庁別に予算の詳細をチェックする場）で、非効率な予算を多数明らかにした。 

〇突然増えた「一般予備費」の減額 ： ５０００億 ・・・ ２/６ 本庄知史議員の指摘 

概算要求では５０００億円だった一般予備費が、政府予算では１兆円に倍増 

〇「ムダな見せ金」基金の活用 ： ２４３６億円 

・ 防衛装備移転円滑化基金 ・・・ 2/5 川内博史議員の指摘

基金残高８００億円のうち、契約済みは１億円のみ

にもかかわらず、令和７年度予算で４００億円を上積み

・ コロナワクチン生産体制等緊急整備基金 ・・・ 2/6 岡本充功議員の指摘

１年間に必要な額７０５億円をはるかに上回る１８００億円を基金に投入

・ グローバル・スタートアップ・キャンパス基金 ・・・ 2/6 本庄知史議員の指摘

基金残高６３６億円、２年以上経過するも実際の支出は２４００万円のみ

〇大臣が不用と認めた基礎年金給付費の一部活用 ： ４５８２億円 ・・・ 2/6 岡本充功議員の指摘 

令和７年度の基礎年金給付費で福岡厚生労働大臣が不用と認めた「７０００億円」の一部を活用して、

喫緊の課題である介護従事者等の処遇改善、倒産が急増している訪問介護事業所支援を実施 

〇政府自ら決めたルールを超えた 

「積み過ぎ」基金の一部活用 ： １兆７８７８億円 ・・・ 2/5 城井崇議員の指摘 

政府が自ら決めた、いわゆる「３年ルール」を逸脱する「積み過ぎ」基金（約７.８兆円）の一部を活用 

・・・＞２/１３ 重徳和彦政調会長の質疑により、

財務大臣答弁から約８.１兆円の「積み過ぎ」基金を確認 

〇中身のないまま、総理の指示で倍増した「地方創生交付金」の一部活用 ： １０００億円 

例年使い切れずに返納が生じている交付金を、検証もなしに倍増 

〇補正予算の水ぶくれの原因となった基金積み増しの適正化 ： ７０３９億円 

昨年の補正予算でも求めた宇宙戦略基金の一部返納（２０３９億円）、経営安定関

連保証等特別基金など経産省所管基金の一部返納（５０００億円）を実施 

予算・基金の見直しで約３.８兆円を確保

「本気の歳出改革」の成果 

「家計が第一」の 

物価高対策へ活用！ 
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［税負担を減らす］ 

〇ガソリン・軽油価格の引き下げ ： １兆４９９９億円 

円安などの影響で、一部の地域では２００円/ℓを超えているガソリン価格を引き下げるた

め、暫定的に上乗せされている税率を廃止する（＝ガソリン価格を２５.１円/ℓ引き下げ）。 

（※）暫定税率の廃止により生じる地方自治体の税収減については、国費で補填する。 

また、運輸事業振興助成交付金は、当分の間、国費で継続する。 

（※）別途、「防衛増税の中止」を閣法修正案で求めるが、令和７年度予算に直接の影響はない。 

［教育費の負担を減らす］ 

〇学校給食無償化 ： ４９００億円 

「地方創生交付金」１０００億円の活用と予算の上積みで、自治体間格差を解消し、家計の負

担軽減と同時に子どもたちの心身の健全な発達を支えるため、学校給食を無償化する。 

〇高校無償化の拡充 ： 3709億円 

高校実質無償化の所得制限を撤廃し、また私立高校に通う子どものいる世帯への支援額を４５万円に

増額する。同時に、各地域における公教育の機会確保のため、公立小中高校の老朽化対策を加速する。 

［介護、障害福祉、幼稚園・保育園の従事者の収入アップ］ 

〇介護・障害福祉施設で働く人の処遇改善 ： ４２２５億円 

喫緊の課題である介護・障害福祉施設で働く人の処遇改善の第一歩として月額１万円増を図る。 

〇訪問介護事業者に対する緊急支援 ： ３５７億円 

昨年の基本報酬切り下げで倒産が急増している訪問介護事業者に対して緊急の支援を行う。 

〇保育士・幼稚園教員の処遇改善 ： １４８８億円 

保育所、幼稚園、認定こども園、学童保育、児童養護施設、乳児院等で働く全て

の職員に対して、月額１万円の処遇改善を図る。 

［働く人等を支援する］ 

〇「１３０万円のガケ」対策 ： ７８００億円 

国民年金等の保険料納付により手取り収入が減額となる「１３０万円のガケ」による働き控

えを回避するため、年収が１３０万円を超えても手取りが増えるよう支援金を給付する。 

〇中小企業の社会保険料負担軽減 ： ２５７億円 

社会保険料負担が中小企業の雇用増の障害となっていることから、中小企業が新た

に正社員を雇用した場合、これによる事業主の保険料負担増加分の１/２を支援する。 

〇高額療養費の自己負担上限引き上げの凍結 ： 200億円 

政府が今年の夏から予定している高額療養費の自己負担上限の引き上げを凍結する。 

１．国民の負担を減らす 

２．国民の収入を増やす 
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入
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で
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く
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の
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４
２
２
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者
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る
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３
５
７
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稚
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員
の
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１
４
８
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［
働
く
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等
を
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る
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３
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万
円
の
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ケ
」対
策

 
７
８
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０
億
円

 

〇
中
小
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業
の
社
会
保
険
料
負
担
軽
減

 
２
５
７
億
円

 

〇
高
額
療
養
費
の
自
己
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担
上
限
引
き
上
げ
の
凍
結

 
２
０
０
億
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３
兆
７
９
３
５
億
円

 
３
兆
７
９
３
５
億
円
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3/4 本会議討論に関する報道 
 
【NHKニュース 7】 
新年度予算案は、少数与党の自民・公明両党と日本維新の会の合意などを踏まえた修正のうえ、衆議

院本会議で採決が行われ、賛成多数で可決されました。政府の当初予算案が国会で修正されるのは 29
年ぶりです。 
新年度予算案は 4日の衆議院予算委員会で締めくくりの質疑のあと採決が行われ、自民・公明両党と

日本維新の会の賛成多数で可決されました。 
委員会では、教育無償化の具体策をはじめ維新の会との合意などを踏まえた自民・公明両党の修正案

も可決されました。 
そして、一部が修正された予算案は、衆議院本会議に緊急上程されました。 
討論で、日本維新の会の岩谷幹事長は「与党・政府との間で真摯（しんし）な協議を重ねた結果、子

育てや人への投資の拡充、社会保険料を下げる改革について合意するに至り、関連する修正が加えられ
た。すべてに賛成ではないが、国民の暮らしを守り、次世代と日本の未来のため、責任ある野党として
予算案に賛成する」と強調しました。 
一方、立憲民主党の本庄知史氏は「『年収 103万円の壁』の複雑怪奇な引き上げと就学支援金の所得

制限撤廃という極めて小粒の修正にとどまっている。これまで 1円たりとも変えられなかった政府予算
案を、29 年ぶりの国会修正に持ち込んだことは一定の成果だが、修正を経てもなお賛成できる代物で
はない」と指摘しました。 

 
そして採決が行われた結果、予算案は自民・公明両党と維新の会などの賛成多数で可決されて参議院

に送られました。 
立憲民主党、国民民主党、れいわ新選組、共産党などは反対しました。 
予算案は「年収 103 万円の壁」の見直しで所得税の課税最低限を 160 万円に引き上げることで税収

が減ることから、一般会計の総額が政府案から 3400億円余り減額され、およそ 115兆 2000億円とな
ります。 
政府の当初予算案が国会審議で修正されるのは橋本内閣以来 29 年ぶり、国会での減額の修正は鳩山

一郎内閣以来 70年ぶりとなります。 
予算案は 5 日と 6 日の 2 日間、参議院予算委員会で石破総理大臣とすべての閣僚に出席を求めて質

疑が行われます。 
参議院では与党が過半数を確保していて、自民・公明両党は少数与党のもと年度内の成立に全力をあ

げることにしています。 
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【テレビ朝日】 
少数与党である石破政権の大きな関門だった新年度予算案は、日本維新の会などの賛成多数で衆議院

で可決されました。当初予算案の国会修正は 29年ぶりで、減額する修正は 70年ぶりです。 
 

■ 一般会計総額 政府案から約 3400億円の減額 
 少数与党にとって、難航が予想された 2025年度予算案。 

 
立憲民主党 本庄知史議員「これまで 1円たりとも変えられなかった政府予算案を、29年ぶりの国会

修正に持ち込んだことは、一定の成果とも言えます。しかし、本予算案は与党修正を経てもなお、賛成
できるものではありません」 

 
最大野党の立憲民主が反対するなか、与党に力を貸したのが…。 
 
日本維新の会 岩谷良平幹事長「我々日本維新の会はすべてに賛成ではありませんが、国民の暮らし

を守るため、そして次世代と日本の未来のため、責任ある野党として令和 7 年度予算案に賛成します」 
 
与党は、維新の主張を取り込んで予算案を修正。4日、衆議院本会議で採決が行われ、自民・公明両

党と維新などの賛成多数で可決されました。参議院は与党が過半数を占めているため、成立は確実にな
りました。 
予算案は「年収 103万円の壁」引き上げで税収が減るため、一般会計の総額が政府案からおよそ 3400

億円の減額となりました。 
政府の当初予算案が国会審議で修正されるのは、第 1次橋本龍太郎内閣の 1996年以来 29年ぶりで

す。 
減額の修正は、鳩山一郎内閣の 1955年以来 70年ぶりのことです。 
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「国会 ブラサトシ」 参加者募集中！ 

衆議院議員本庄さとし事務所 
【地元】〒277-0863 柏市豊四季 973-3 村田ハイツ 101 

 TEL: 04-7170-2680  FAX: 04-7170-2681 
【国会】〒100-8982 千代田区永田町 2-1-2 衆議院第二議員会館 1219 号室 

  TEL: 03-3508-7519  FAX: 03-3508-3949 
https://www.honjosatoshi.jp/   Eメール: info@honjosatoshi.jp 

本庄さとし(知史) プロフィール

（党務）代表補佐、政務調査会副会長、千葉県連副代表 
（国会）衆議院予算委員会、内閣委員会、政治倫理審査会、情報監視審査会 

● 1974年10月22日生まれ、柏市増尾在住

● 東京大学法学部卒（体育会テニス部 OB、北岡伸一ゼミ OB）

● 衆議院議員岡田克也事務所（19 年間勤務）

  政策担当秘書、外務大臣秘書官、副総理秘書官を務める 

● 党公募を経て、2021 年衆議院選挙で初当選、現在２期目

● 家族／妻、息子（中３）、娘（中１）

● 好きな食べ物／冷奴、そば、昆布締め、漬物、コーヒー

● 息抜き／テニス、晩酌、家族と囲む食卓

● 好きな言葉／「意志あるところに道は開ける」

● 政治を志したきっかけ／10 代で目の当たりにした消費税導入と湾岸戦争

公式 LINE アカウント 

「ともだち登録」お願いします！

公式 YouTube チャンネル 

「チャンネル登録」お願いします！
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